
福井県における降雪時の避難経路の確保

PAZ

UPZ

最重点除雪路線

国道２７号、８号、１６１号

舞鶴若狭自動車道

Ø 福井県は近畿地方整備局や関係機関等との協議を踏まえ、道路雪対策基本計画を定め、短期間の集中降雪による局地
的大雪の発生等に柔軟に対応できる体制を整備。

Ø 福井県は県内外へのｱｸｾｽ路線となる高速道路ICと主要国道を結ぶ路線や原子力発電所と国道27号を結ぶ幹線道路等
を最重点除雪路線と定め、除雪を重点的に実施するとともに、緊急時には民間除雪機械を最大限まで増強し、避難経路
の除雪を実施。

Ø 高速道路及び直轄国道については、国土交通省近畿地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が、除雪体制の強化を図
り各関係機関の緊密な連携の下、各機関の除雪計画に基づき、適切な除雪、凍結防止等の対策を行い、冬期間の交通
の確保等に努める。

※１ ＮＥＸＣＯ中日本敦賀保全サービスセンター、福井保全サービスセンターの保

有台数。なお、舞鶴若狭自動車道の小浜西ＩＣ以西はＮＥＸＣＯ西日本の管轄であり、
除雪機械についてはＰ４１を参照。

除雪機械の配備台数 平成２９年３月時点
うち、高浜町

国（近畿地方整備局）※福井県内の配備数 ８０台 －

福井県 ２５２台 ２５台

関係市町 高浜町、おおい町、小浜市、若狭町 ４６台 ２３台

高速道路会社（NEXCO）※１ ７０台 －

民間 １，４９４台 ４５台

・最重点除雪路線として積雪深５ｃｍを
基準に除雪開始
・その他主要な道路については、積雪深
10cmを基準に除雪開始

除雪機械（例）

県道１４９号及び２１号は最重
点除雪路線として積雪深５ｃｍ
を基準に除雪開始

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

（凡例）除雪活動拠点

国、NEXCO
福井県
関係市町
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京都府における降雪時の避難経路の確保

PAZ

UPZ

京都縦貫自動車道

国道27号
舞鶴若狭自動車道

※主要な道路について、積雪深概ね
１０ｃｍを基準に除雪開始

Ø 京都府及び関係市町は毎年度除雪計画を定め、住民生活の安定及び経済活動に不可欠な道路を
あらかじめ除雪路線にしており、路面上の積雪深が概ね10cmの時には除雪を実施。京都縦貫自動
車道等については、京都府道路公社が、雪氷対策要領に基づき、迅速かつ適切な雪氷作業（除雪、
凍結防止等の対策）を実施。

Ø 高速道路及び直轄国道については、国土交通省近畿地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が、
除雪体制の強化を図り各関係機関の緊密な連携の下、各機関の除雪計画に基づき、適切な除雪、
凍結防止等の対策を行い、冬期間の交通の確保等に努める。

除雪機械の配備台数 平成２９年３月時点

国（近畿地方整備局） ※京都府内の配備数 ２２台

京都府 ６７台

関係市町 舞鶴市、綾部市ほか ８３台

京都府道路公社 １６台

高速道路会社（NEXCO） ※１ ５６台

民間 ２１７台

※１ ＮＥＸＣＯ西日本福知山高速道路事務所、京都高速
道路事務所の保有台数

除雪機械（例）

（凡例）除雪活動拠点
国、NEXCO
京都府
京都府道路公社
関係市町

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)
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暴風雪や大雪時などにおけるPAZ内の防護措置

Ø 暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発令された場合には、外出を控える等の安全確保を優先
する必要があるため、PAZ内の避難行動要支援者及び住民は、天候が回復するなど、安全が確保される

までは、屋内退避を優先。

Ø その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施。 また、無理に避難すると健康ﾘｽ
ｸが高まる者は、近傍の放射線防護施設へ屋内退避を実施。

Ø なお、全面緊急事態となった段階で天候が回復するなどし、避難を実施する際には、国及び関係府県等は、
避難経路や避難手段のほか、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等

について、確認・調整等を行う。

避難準備

自宅等にて
屋内退避

避難行動
要支援者

住 民

施設敷地緊急事態警戒事態 全面緊急事態

天候回復

放射線防護施設に
て屋内退避

自宅等にて屋内退避

無理に避難すると
健康ﾘｽｸが高まる者

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合＞

福祉車両等による避難

バスによる避難

ＵＰＺ外

輸送等の避難準備
完了後に避難

避難先

避難準備
一時集合
場所

自家用車等による避難

暴風雪や大雪時など（気象庁における特別警報等の発令）
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5．PAZ内の全面緊急事態
における対応

＜対応のポイント＞

1. 自家用車による避難ができない住民については、移動手段（バス等）を確保し、
避難を開始すること。

2. 避難先施設の受入れ体制を整えること。
3. 安定ヨウ素剤を持っていない者（紛失等）に、緊急配布すること。

※ 本章では、舞鶴市の「PAZに準じた避難を行う地域」も含めた対応を記載している。
まい づる し
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高浜町におけるPAZ内の住民の避難先

＜避難方法＞

①自家用車

②バス等の車両による避難

③船舶、ヘリ等による避難

兵庫県

たか はま ちょう

県外避難

避難元 避難先

内浦
地区

三田市 ・駒ヶ谷運動公園

青郷
地区

宝塚市

・県立宝塚高等学校

・市立逆瀬台小学校
・西公民館
・末広体育館
・県立宝塚西高等学校

・さらら仁川北公益施設
・市立末広小学校
・くらんど人権文化センター

高浜
地区

宝塚市

・県立宝塚北高等学校
・市立老人福祉センター
・東公民館
・市立スポーツセンター
・宝塚総合福祉センター
・県立宝塚東高等学校
・ピピアめふ公益施設

猪名川町
・猪名川スポーツセンター
・生涯学習センター
・文化体育館

避難元 避難先施設

内浦
地区

・ 敦賀市立松陵中学校
・ 敦賀市立少年自然の家

青郷
地区

・ 敦賀市立看護大学

・ 敦賀市立粟野南小学校
・ 敦賀市立体育館
・ 敦賀市立松原小学校
・ 敦賀市立松陵中学校

高浜
地区

・ 敦賀市立中央小学校

・ 愛発公民館

・ 敦賀気比高等学校
・ 昭英高等学校

・ 敦賀市立角鹿中学校
・ 敦賀市中郷体育館
・ 福井県立敦賀工業高校

ＰＡＺ

ＵＰＺ

ｖ

Ø 高浜町の3地区（内浦地区、青郷地区、高浜地区）住民の避難については、福井県内及び県外にお
いて避難先を確保。地域ｺﾐｭﾆﾃｨの確保と行政支援継続の観点から、県内避難を基本とする。

Ø 3地区における避難先については、平時から避難計画に関する住民説明会やｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ放送・訓
練等を通じて住民に周知。

PAZ内人口

内浦地区 686人

青郷地区 2,570人

高浜地区 4,555人

合計 7,811人

たか はま ちょう うち うら せい きょう たか はま

うち うら

せいきょう

たか はま

さんだ し

たからづかし

たからづかし

いながわちょう

うち うら

せいきょう

たかはま

うち うら

せいきょう

たかはま

高浜オフサ
イトセンター

敦賀市
つる が し

さか せ だい

に がわきた

しょうりょう

あわのみなみ

あら ち

け ひ

つのが

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)



舞鶴市におけるPAZ内の住民の避難先
まい づる し

兵庫県

Ø 舞鶴市の6地区（松尾地区、杉山地区、大山地区、田井地区、成生地区、野原地区）住民の避難
先については、京都府内及び府外（兵庫県）において避難先を確保。いずれかの避難先を決め
る際には、避難先の準備状況、避難先までの移動距離や時間、道路状況の他、気象庁から提
供される気象情報などを考慮する。

Ø 6地区における避難先については、自治会等の単位で、避難計画に関する住民説明会や訓練
等を通じて対象となる住民に周知。

ＵＰＺ

ＰＡＺ

避難元 避難先

松尾地区

神戸市
田園スポーツ
公園他1施設

杉山地区

大山地区

田井地区

成生地区

野原地区

PAZ内人口

松尾地区 18人

杉山地区 43人

大山地区 55人

田井地区 165人

成生地区 56人

野原地区 241人

合計 578人

まつお

すぎやま

おおやま

た い

な りう

のはら

まい づる し まつ お すぎ やま おお やま た い なり う の はら

まつお

すぎやま

おおやま

た い

な りう

のはら

京都市

避難元 避難先

松尾地区

京都市東山区内施設
・京都市東山青少年活動
センター
・東山地域体育館
他１０施設

杉山地区

大山地区

田井地区

成生地区

野原地区

まつお

すぎやま

おおやま

た い

な りう

のはら

＜避難方法＞

①自家用車

②バス等の車両による避難

③船舶、ヘリ等による避難

高浜オフサ
イトセンター
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※人数は平成２９年４月１日現在

※高浜町においては、アンケート結果による数値

高浜町のPAZ内における自家用車で避難できない住民の数

PAZ内
地域 人口

うちバス
避難者数

内浦地区 686人 8人

青郷地区 2,570人 22人

高浜地区 4,555人 52人

合計 7,811人 82人

Ø 高浜町によるｱﾝｹｰﾄ調査の結果、高浜町の3地区における自家用車で避難できない住民は全
7,811人のうち82人。

たｊか はま ちょう たｊか はま ちょう

PAZ

内浦公民館
旧音海小中学校

青郷小学校

高浜地区
５２人

たかはま

青郷地区
２２人

せい きょう

内浦地区
８人

うち うら

高浜小学校

（凡例）

：一時集合場所

：災害対策本部

高浜町災害対策
本部

うち うら

おと み

せいきょう

うち うら

たかはま

せいきょう

たかはま

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

高浜オフサイ
トセンター
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※人数は平成２９年４月１日現在

※舞鶴市においては、在宅の避難行動要支援
者を除く各地区の人口のうち９割が自家用車で
避難すると想定

舞鶴市のPAZ内における自家用車で避難できない住民の数

PAZ内地域
人口

うちバス
避難者数

松尾地区 18人 2人

杉山地区 43人 5人

大山地区 55人 6人

田井地区 165人 17人

成生地区 56人 6人

野原地区 241人 25人

合計 578人 61人

成生地区
６人

なり う

成生漁村センター前
なり う

杉山集会所前
すぎやま

田井バス停（水ヶ浦地区
は水ヶ浦入口付近）

た い

Ø 舞鶴市による想定では、舞鶴市の6地区における自家用車で避難できない住民は全578人のうち61人。

ＰＡＺ

舞鶴市
災害対策本部

田井地区
１７人

た い

杉山地区
５人

すぎやま

松尾寺第一駐車場

野原バス停前駐車場前
の はら

大山地区
６人

おおやま

大山公民館前
おお やま

まいづる し

野原地区
２５人

の はら

た い

な り う

の はら

おおやま

すぎやま

まつ お

（凡例）

：一時集合場所

：災害対策本部

まつのお でら

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

松尾地区
２人

まつ お

47

まい づる し



高浜町において全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

Ø 高浜町において全面緊急事態で必要となる輸送能力は、自家用車で避難できない住民約82人分、
ﾊﾞｽ2台。

Ø 全面緊急事態発生時には、福井県嶺南地方のﾊﾞｽ会社が保有する車両のほか、関西電力が配備す
る車両により、必要車両台数を確保。

Ø 車両及び運転者については、福井県ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確保。

想定対象人数 必要車両台数 備考

自家用車での避難ができない住民 ８２人 ２台 １台当たり４５人程度の乗車を想定
【資料P４６】

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値

たか はま ちょう

※1

＜高浜町において全面緊急事態で必要となる輸送能力＞

確保車両台数
備考

バス

（A）必要車両台数 ２台

（B）確保車両台数 計２台

確
保
先

バス会社［福井県嶺南地方］ １台 保有車両台数 バス１８７台

関西電力 １台 保有車両台数 バス１０台

＜高浜町において全面緊急事態での輸送能力の確保＞

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

たか はま ちょう

れい なん

れいなん
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舞鶴市において全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

Ø 舞鶴市において全面緊急事態で必要となる輸送能力は、自家用車で避難できない住民61人分、
ﾊﾞｽ6台。

Ø 全面緊急事態発生時には、舞鶴市が保有するﾊﾞｽのほか、舞鶴市内のﾊﾞｽ会社が保有する車両、
関西電力が配備する車両により、必要車両台数を確保。

Ø 車両及び運転者については、京都府ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確保。

想定対象人数 必要車両台数 備考

自家用車での避難ができない住民 ６１人 ６台

・避難対象となる６地区それぞれにバスを
向かわせる想定
・１台当たり４５人程度の乗車を想定
・全住民の１割が自家用車で避難できな
いと想定【資料P４７】

※1  数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値

まい づる し

※1

※不測の事態により対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

＜舞鶴市において全面緊急事態で必要となる輸送能力＞

＜舞鶴市において全面緊急事態で必要となる輸送能力＞

確保車両台数
備考

バス

（A）必要車両台数 ６台

（B）確保車両台数 計６台

確
保
先

舞鶴市 ３台 保有車両台数 バス３台

舞鶴市内のバス会社 ２台

保有車両台数 バス７９台（乗合含む）
タクシー９５台

タクシーを用いた避難が実施できた分必
要バス台数は減少

関西電力 １台 保有車両台数 バス１０台

まい づる し

まい づる し

まい づる し

まい づる し
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